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1 電力 利用 の 発達

6 00 年 B . C
.
ご ろ

,
ギ リ シ ア の タ

ー

レ ス は ,
こ は く を摩擦す る と こ は く に 軽

い 物体 を吸 い つ け る 作用 が 生 ず る こ と を記載 して い る . しか し そ の 後, 電気 に

関す る 知識 は 進展 せ ず,
1 6 世紀 に 至 り ギ ル バ ー ト が摩擦電気 に つ い て 科学的

に 研 究 し
, 初 めて 電気 と い う名 を用 い た . 1 7 世 紀 に入 る と, 摩擦起 電横 の 発

明 ,
18 せ轟己に ほ 正 負電気 の 区 別 の 発 見 や ラ イ デ ン び ん な ど の 発 明 な ど が あ っ

た . しか し,
こ れ ら の 対 象 は い ずれ も瞬間的 な摩擦電気 に 関す る も の で あ り,

発生 す る 電気量 も き わ め て 少 な く, 雄続的 な電気 の 流 れ を得 る こ と は 出来 な か

っ た .

1 7 9 9 年 ご ろ,
ポ ル タ は

, 亜 鉛板 と銅板 と を,
ぬ ら した 布 を ほ さ ん で 重 ね ∴

こ れ を何 回 も 繰返 え して 積 み あ げ た ボ ル タ の 電堆 を作 っ た . 続 い て
, 亜 鉛 と射

と を 稀硫酸溶 液 に 浸す と両 金 属 間 に 電涜 が 流 れ る こ と を発見 し,
こ こ に 連続的

な電 気 を得 る こ と に 成 功 した .
こ の 電池 に よ る 電流 を使 っ て 多 く の 実験 が 行 な

わ れ
, 電気 の 物理 的化 学的性質 が 次 第 に 解明 さ れ て い っ た の で あ る .

1 8 2 0 年 に エ ー ル ス テ ズ は
, 針金に 電流 を流す と針金 の 周囲 に 磁場 の 生 ず る･

こ と を知 っ た が
,

1 8 3 1 年 フ ァ ラ デ ー

ほ 逆 に
, 磁 場 の 中 で針金 を動 か す こ と に

よ り
, 針 金 の 中に 電沈 を発生 さ せ る こ と に 成 功 した . こ の 電磁誘導現象 の 発 見

に よ り, 交流発 電機 が 作 ら れ る に い た る の で あ る が
, 当初 は 電池 か ら得 ら れ る

直 流 と異 な る た め, 実用 に な る と は 考 え ら れ な か っ た . し か し ビ キ シ , ジ
ー

メ
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ン ス
, グ ラ ム ら に よ っ て 直流 の 得 ら れ る 発電機 が作 ら れ る と, そ の 便利 さ と大

出カ と ほ完全 に 電池 を圧倒した .

i

発電機 か ら得 られ る 大電力 を利用 した 本格的 な電気事業 は電灯 か ら 始ま っ た .

1 8 7 9 年 に エ ジ ソ ン は 実用的 な炭素線電球 を発見,
つ い で

,
1 8 8 2 年に は 直流配

電 方 式を 実 用化 して , 照 明 に 革明 をお こ した の で あ る . 同 じ こ ろ ジ ー メ ン ス が

発 明 した 電車 も実用化 さ れ た . ま た 電気化学 の 各種反 応 は 電池 の 発 明以 来 研究

さ れ ほ と ん ど知 ら れ て い た が
, 発電機 に よ る 強大 な安 い 電力 の 出現 に よ っ て

,

事業 と して 成 立 す る こ と が 可能 と な っ た . 鍋, ア ′レ ミ ニ ウ ム の 電解精練,
カ ー

バ イ ド
, 電解 ソ

ー

ダ , 石 灰 窒素 な ど の 工 業的製造 が
,

1 8 6 0 年代 か ら 1 90 0 年 ご

ろ ま で に 続 々 と開始 さ れ た . さ ら に 18 9 0 年に テ ス ラ に よ っ て 完成 さ れ た 誘導

電動横 は, き わ め て 容易 に 運転 で き た の で , 電力 は 蒸気機関 に 代 っ て 工 場動力

の 分 野 に 進出 し始 めた .

発電機 は 最初, 蒸気機関 で 運転 され て い た. 1 8 8 0 年 に は 近代的な べ ル ト ン

S･
式水 力 タ

ー ビ ン が 作 ら れ, ま た パ ー

ソ ㌢ ズ に よ り 188 4 年 に は 蒸気 タ ー ビ ン が

発 明 さ れ た ･ 長距離送電技術 が確 立 さ れ て い な か っ た た め, 蒸気機関 は 発電用

動 力 と して は
, あ ま り用 い ら れ な か っ た . し か し

,
1 8 8 5 年

,
ス タ ン レ ー

等 に

よ る 変圧器 の 完成, 18 8 6 年に お け る 長距離送電 の 実用化 18 8 5 年 か ら 18 8 8 年

に か け て の 三相 誘導電動機 の 発 明 な どに よ っ て , 高電圧 交流 に よ る 長距離送電

が ドイ ツ で 成 功 した. すな わ ち 18 9 1 年 ラ ウ ア ユ ン ー

ア ム - ネ ッ カ ー ル の 水力

発電所 で 発電 さ れ た電気 は
,

1 1 0 マ イ ル も離 れ た フ ラ ン ク フ ル ト に 送電 さ れ 電

灯 が と も さ れ た の で あ る .
こ の 結果, 1 8 9 0 年代 に は 水 力 タ

ー ビ ン や 蒸気 タ
ー

ビ ン が 発生 した 機械動力 は, 発電 ･ 送電 さ れ , 種 々 の エ ネ ル ギ
ー 漁 と して 利用

さ れ る よ う に な っ た ･ こ れ に よ り, 今 ま で 小 規模 に 分 散 し て い た 発電施設 が 集

中 し, 大出力 の 火 力発電所 が 設 け ら れ る と と も に, 消費地 か ら隔 っ て い る 山間

の 水力 資源 も開発利用 で き る よ う に な っ た .

わ が 国 の 電気事業 は, 欧米諸国 に ほ ん の 少 し遅れ な が ら発達 して き た . 1 8 7 8

年 に ア ー ク 灯 が 点 ぜ ら れ, 1 8 8 7 年 に 東京電灯株式会社 が 3 0 馬力 の 直 流発 電

機 を持 つ 火 力発電所 か ら 架空線路 を 通 じて
一

般 に 電力 を供給 し た.
1 8 9 1 年 に
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ほ 蹴上 発電所 が 竣 工 し, わ が 国初 の 事業用 水 力発電所 と な っ た . 以 後明 治末期

か ら長距離送電時代 に 入 り, そ れ と と も に 水 力発電所 の 比 重 が増 して き た . 電

力 の 利用 も, 初期は 電灯用 が 支 配的で あ っ た が
, 第 一 次 大戦 ご ろ か ら, 動力 と

して の 需要 が 急速 に 伸 び た .

こ の 間, 送電技術 は 著 しく 進歩 した . 1 8 9 1 年 ヲ ウ フ ェ ン ー フ ラ ン ク フ ′レ ト

間 の 送電電圧 ほ 16 k V で あ っ た が, 2 0 世紀初期 に ほ 5 0 k V ま で に 上 り,
1 9 2 0

年代 1 10 k V
,

1 9 3 0 年 代 2 20 k V
,

1 9 5 6 年 3 4 5 k V
,

1 9 6 5 年 に は 7 35 k V に

ま で な る に 至 っ た ･ ま た 直流送電技術 が 考 え ら れ る よ う に な り, ソ連 で は 19 6 0

年直流 の 線間電圧 8 00 k V の 送電線路 の 完成 を み た . 最近, わ が 国で ほ , ソ 連

が 樺 太 に建設す る発電所 か ら 1 00 k 万 W の 電力 を 5 00 K V の 超高圧 で 直流送

電 し,
こ れ を交流に 変 え て 使う こ と を 研究 して い る .

現 在 で ほ , 生 産, 交通 か ら 日常生 活 の 消費面 ま で 電化 さ れ
, 電力事業 は最 も

重 要 な基礎産業 と な っ た . した が っ て, 今後益 々 増大 す る 需要 に 対 し て , 安

定 ･ 良 質 で しか も安 価 な電力 の 供給 は, 産業 お よ び国民 経済 に と っ て 不 可欠 な

問題 で あ る . 火 力 ･ 水 力 発電 ほ 勿論, 原子 力 発電 の 重 要性 が考 え ら れ る所以 で

あ る .

2 原子 力発電 の 意義

エ ネ ル ギ
ー

消費の 形態 は, 技術的お よ び 経済的条件 な どに よ っ て 異 な る も の

で あ る が
, 現 在, 世 界 の

一

次 エ ネ ル ギ
ー

資源 の 消費構成 を み る と
,

石 炭 の よう

な 固体 エ ネ /i , ギ
一 に 此 ぺ て, 経済的技術的 に 有利 な条件 を有 して い る右手乱 天

然 ガ ス
, 水 力電気な ど の 流体 エ ネ ル ギ

ー

消費増加 の 傾 向 が は っ き り と あ ら わ れ

て い る ･ さ ら に ま た
, 産業構造 の 変化 に つ れ ,

一 次 エ ネ ル ギ
ー

の 二 次 エ ネ ル ギ

ー

- の 加 エ や 変成が 行 な わ れ て い る こ と が わ か る . そ の 主 な も の は , 石炭 の コ

ー

ク ス 化 で あり, ま た石炭 お よ び石 油 の 電力 化 で あ る . 最 近 の 各国 の 電力需要

ほ 着実な伸 び を 示 し, 電気 エ ネ ル ギ ー ほ , 動力と して 不 可欠 で あ る の み な らず,

国民 生 活 に と っ て もな く て は な らな い も の と な っ て い る .

わ が 国に お い て も, 上 述 の よ うな傾 向 が あ ら わ れ て い る . 最 近 お よ び 将来 に

j 5
'

Cナる わ が 国 の 電力 の 供給 お よ び 全 エ ネ ル ギ
ー

の 供給 ･ 需要 の 模様 を第 1 表 お
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第 1 表 電 力の 供 給

エ ネ ル ギ

一 種別

昭 和

年度

一

次 エ ネ ル ギ ー 供給
二 次 エ ネ ル

ギ ー

転 換

生 産l 輸 入I 計 電 力

3 5

3 6

3 7

3 8

3 9

4 0

4 5

5 0

6 0

1 4 . 32 8

1 6 . 6 49

1 5 .2 8 1

1 6 . 94 5

1 6
.
8 9 4

1 8 .7 3 1

2 1 .4

3 0 .2

8 6 .5

1 4 .3 2 8

1 6 .6 4 9

1 5 .2 8 1

1 6 .9 4 5

1 6
.
8 9 4

1 8 .7 3 1

2 1 .4

3 0 .2

8 6 .5

1 3 .9 6 9

1 5
.7 0 0

1 9 .1 0 9

2 2 .3 0 4

2 7 .1 0 6

2 8 .3 3 8

5 2 .1

8 0 .1

1 4 1
.
6

3 5

3 6

3 7

3 8

3 9

4 0

4 5

5 0

6 0

1 4
.3 2 8

1 6 .6 4 9

1 5 .2 8 1

1 6
.
9 45

1 6 .8 9 4

1 8 . 72 2

1 9 . 9

2 2 .2

2 6 .4

1 4
.3 2 8

1 6 .6 4 9

1 5 .2 8 1

1 6 .9 45

1 6 .8 9 4

1 8 .7 22

1 9 . 9

2 2 .2

2 6 .4

火

3 5

3 6

3 7

3 8

3 9

4 0

45

5 0

6 0

1 3 .9 6 9

1 5 .7 0 0

1 9 .1 0 9

2 2
.3 0 4

2 7 ユ0 6

2 8 .33 8

5 2 .1

8 0 .1

1 4 1 .6

原

3 5

3 6

3 7

3 8

3 9

4 0

45

0 . 0 0 9

1
.5

0 .0 0 9

1
.
5

p
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∫
,- I

5 0

6 0

8 . 0

6 0 .1

8 . 0

6 0 . 1

石

良

3 5

3 6

3 7

3 8

3 9

4 0

4 5

5 0

6 0

3 2 .2 2 9

3 3 . 8 02

3 2 . 69 5

3 1 .3 1 5

3 1 .9 2 4

3 1 .6 3 7

3 1 .3

3 1 .4

3 1
.4

6 .7 02

9 .2 8 1

8 .3 3 6

9 ユ6 5

1 0
.7 6 6

1 3 .5 8 0

2 0 .1

2 3 .7

2 5 ユ

3 8
.
93 1

43 . 08 3

41 .0 3 1

40 . 48 0

42 .6 9 0

4 5 .2 1 7

5 1 .4

5 5
.
1

5 6 .5

8 .1 9 1

8 .3 8 1

9 .47 1

0
. 47 1

0 . 47 7

0 .1 5 0

5 .0

5 .9

7 .0

火

カ

国

内

良

35

3 6

3 7

3 8

3 9

4 0

4 5

5 0

6 0

3 2 .2 2 9

3 3 .8 0 2

3 2 .6 95

3 1 .3 15

3 1 . 92 4

3 1 .6 3 7

3 1 .3

3 1
.
4

3 1 . 4

3 2 .2 2 9

3 3 .8 0 2

3 2 .6 9 5

3 1 .3 15

3 1
.9 2 4

3 1 .6 3 7

3 1 .3

3 1 . 4

3 1 .4

8 .1 5 3

8 .3 7 4

9 .4 7 1

1 0 .4 7 1

1 0 .4 7 7

1 0 .1 5 0

輸

入

良

3 5

3 6

3 7

3 8

3 9

4 0

4 5

5 0

6 0

6
.7 02

9 .2 8 1

8 .3 3 6

9 .1 6 5

1 0 .7 6 6

1 3 .5 8 0

2 0
.
1

2 3 .7

2 5 .1

6 .7 0 2

9 .2 81

8
.3 3 6

9 .1 65

1 0 .7 6 6

1 3 .5 8 0

2 0 .1

2 3 .7

2 5 .1

0 .03 8

0 .0 0 7

石

油

35

3 6

3 7

3 8

3 9

4 0

45

5 0

0
.5 8 7

0
.7 2 9

0 .8 2 3

0
.
8 2 7

0 .6 9 7

0 .7 4 0

0 .7

0 .9

3 4 .7 8 2

4 2 .3 1 6

5 1 .6 3 4

6 6 .7 7 9

8 0 .7 0 0

9 5 .9 6 4

1 6 1 .0

2 4 5 .3

3 5 .3 6 9

43 .0 45

5 2 . 45 7

67 .6 0 6

8 1 .3 97

9 6 .7 0 4

1 6 1 .7

2 46 .2

4 . 90 6

5 .9 2 7

7 .5 2 4

7 . 93 2

l l
.7 2 1

1 2 . 40 8

2 5 .2

45 .3
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0 .9 4 4 6 .O 1 4 3 2 .7 8 4 .6

原

油

3 5

3 6

3 7

3 8

3 9

40

45

5 0

6 0

0
.
5 8 7

0 .7 2 9

0 .8 2 3

0 .8 2 7

0 . 69 7

0 .7 4 0

0 .7

0
. 9

0
. 9

3 0
.9 0 6

3 6
.
8 1 3

4 4
.
42 5

5 8 .6 5 5

6 9 .7 1 0

8 2 .3 6 8

1 3 9 .2

2 2 2 .1

ヰ3 1 .8

3 1 .4 9 3

3 7 .5 4 2

4 5 .
2 4 8

5 9
.4 8 2

7 0 .4 0 7

8 3 .1 0 8

1 3 9 .9

2 2 3 .0

0 .0 0 9

0
.3 1 5

0
.
6 5 3

0 .6 7 6

重

油

3 5

3 6

3 7

3 8

3 9

40

45

5 0

6 0

3 .8 5 0

5 . 41 3

6 .95 4

7 . 78 4

0 .4 16

2 ユ9 8

8 .6

9 ユ

9 .
2

3 .8 5 0

5 . 41 3

6 .9 5 4

7 .7 8 4

1 0 . 41 6

1 2 .1 9 8

1 8 .6

19 . 1

9 . 2

4 .9 0 6

5 .9 2 7

7 .5 1 5

7 .6 1 7

l l .0 6 8

ll .7 32

25 .2

45 .3

8 4 . 6

( 単位 : 1 0
13
K c a l )

通商産業省大臣官房盆合 エ ネ ル ギ ー

政策課描 ｢稔合 エ ネ^ , ギ ー 統計 + ( 昭和 4 3 年版) ,

通商産業研究社 .

第2 表 国内全 エ ネ ル ギ
ー

の

供 給お よ び 需要

昭 和

年度 雪景晶詣
ギ

i聖霊晶嘉芸
ギ

3 5

3 6

3 7

3 8

3 9

4 0

45

5 0

6 0

9 8 .7 15

1 1 3 .3 8 1

1 2 2 .4 5 0

1 3 9 .8 2 4

1 5 7 .0 6 0

1 7 7 .8 1 2

2 4 1
.
3

34 0
.
0

6 0 4 . 0

8 4 .3 8 2

9 6 .4 9 4

1 0 4 .5 9 2

1 1 9 .2 6 4

1 3 3 .5 3 3

1 4 5 .7 6 9

2 1 9 .5

3 0 9 .
2

5 5 0 ユ

( 単位: 1 0
1 8

K c & 1)

通商産業省大臣官房稔合 エ ネ ル ギ ー 政

策課# ｢ 投合 エ ネ ル ギ ー

洗 計+ ( 昭 和
4 3 年版) . 通商産業研究社 .

6 0

よ び 第 2 表 に 示 す .

電力 の 需要 は増加 の
一

途 を辿 り, 需要部門

の 中 で ほ 鉱 工 業部門 の 占め る 封合 が 非常 に 大

で あ る .

さ て
, 電力 用 一 次 エ ネ ル ギ

ー 供給渡 を考 え

て み よ う. 従 来, わ が 国 は水 力 が 此 較的豊富

で あ り, 電力 は 水 主 火 従 と さ れ て き た . と こ

ろ が, 第 1 表 に 示 す ご と く電力 の 需要 が 増大

す る に つ れ, 水力 だ け で は そ の 需要 に 追 い つ

け な く な っ て き た. す な わ ち, 水力 電気は そ

の 開発点 が ます ます奥地 に 移 り,
さ ら に 補償

ノ
ー

,

i
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問題,
水 利権問題等 に よ り

, 経 済的 な地 点 が 少な く な っ て き た の で あ る .

一 方 ,

火力発電 ほ, 技術 の 進歩 に つ れ て 発電所 の 建設費 も運転費 も安く な り,
か つ ま

た 長距離送電 の 必 要 さ も水 力 電気 に 此 して 少 な い た め, 昭 和 3 6 年 に は水 力 と

火 力 と の 構成 比 ほ 略 々 等 しく な り
,

昭和 3 7 年度 に は つ い に 火 力発電量 は 水力

発電量 を 凌 ぐに い た っ た . こ の 傾向 ほ 今後 ます ま す増加す る こ と が 第 1 表 よ り

う か が える .

電力 に 転換す る
一

次 エ ネ ル ギ
ー 源 は 石 炭 と石 油で あ る . 昭和 3 8 年度以 前 に

お い て は
, 石 炭燃焼火 力 が 石 油燃焼火 力 に 優 っ て い た が

, 昭 和 3 7 年度以 降 の

出炭量 の 減退 と国 内 で 産出 さ れ る石 炭 は 比 較的割高 なた め, 海外 で 産出 さ れ る

此 較的割安 な石 油 に 経 済的 に 対 抗 し得ず,
さ ら に ま た石炭 が 石 油 の 流体 燃料と

し て の 燃焼効率 の 良 さ と使 い 易 さ な ど に 抗 し切 れ ず, 昭 和 3 9 年度 よ り石 炭 に

代 っ て 原油
･ 重 油 ( 主 と して 重 油) が 電力 転換用 エ ネ ル ギ ー

源 と な る に 至 っ た .

わ が 国 に お け る 石 油 の 産出量 は 微 々 た る も の で あ っ て, そ の 必 要量 の ほ と ん

ど全 部 は輸入 に よ る も の で あ る . わ が 国 の 原油輸入 の 状況 を第 3 表 に 示 す.

第 3 表 よ り明 ら か な ご と く, わ が 国 が 輸入 して い る 原油 は 大 半 が ク エ
ー

ト,

策 3 表 日本 に お ける原油輸入 量 ( 単位 = 1 0
3
t )

送至芸ミ世 界

北 ア メ

リ カ
カ I) プ ア メ 1) カ

計 計
ベ ネ ズ

エ ラ

そ の 一

他 の

ア メ リ カ

計

西 ヨ
一

口
ァ

バ

計

ア フ リ カ

計 】 ワ ビ ア

日 本

19 6 3

19 6 4

19 65

1 9 6 6

5 1
,
3 2 0

62
,
6 40

7 0
,
5 5 5

8 3
,
49 0

7 0

3 0

40

1 0

3 6 0

3 5 0

45 0

48 0

3 6 0

3 5 0

4 5 0

48 0

40

3 0

2 0

1 0

輸出 国

輪
入 国 午

西 ア ジ ア 橿 東

計 l イ ラ ン L イ ラ ク l ク エ I t.

サ ウ ジ ア

ラ ビ ア
計

イ ン ド

ネ シ ア

そ の 他
の 諸 国

計

日本

1 9 6 3

1 9 6 4

1 9 6 5

1 9 6 6

4 3
,
3 1 0

5 3
,
5 5 0

6 2
,
2 9 0

7 5
,
0 0 0

7
,
95 0

1 2
,
0 9 0

1 4
,
9 0 0

2 3
,
4 8 0

2
,
4 3 0

2
,
95 0

4
,
6 2 0

4
,
4 1 0

22
,
7 5 0

27
,
00 0

2 8
,
7 1 0

3 0
,
95 0

9
,
43 0

1 0
,
96 0

1 3
,
00 0

1 4
,
7 9 0

5
,
45 0

6
,
08 0

5
,
43 0

5
,
1 0 0

5
,
2 0 0

5
,
8 7 0

5
,
2 7 0

4
,
9 4 0

03 0

48 0

3 2 0

7 9 0

通商産業省大臣官房籍合 エ ネ ル ギ ー 政策課搾 ｢ 稔合 エ ネ ル ギ ー 統計+ p . 2 6 6 ( 昭和 4 3 年巌) , 通商産業研究社 .
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サ ウ ジ ア ラ ビ ア な ど西 ア ジ ア 産 の も の で あ る .
こ の 地 方 に 産す る 原 油 は 硫黄分

が と く に 多 い .

して い る た め
,

欠 点 が 生 ず る .

乗 に よ る 拡散,

前述 の ご と く, 現在電力 の 供給 は 重 油火 力発電所 に 大 きく 依存

こ れ ら の 重 油 の 燃焼 に よ り亜 硫酸 ガ ス の 発生 を と も な う と い う

こ の 対 策 と して は , イ ン ドネ シ ア 産 の 低硫黄重 油 の 確保, 高煙

水素 に よ る重 油 か ら の 脱硫 原 油生 だ き
, 排煙脱硫 な ど が 考 え

ら れ て お り
, ま た

, 従 来 の 石油 の 消費 地精製主 義 を 再検討 し, 原 油産地 で 精製,

脱硫 す る考 え方 も お き て き た . と は 言 え
,

こ れ ら の 考 え の 多く は い ま だ 実用化

さ れ ず, わず か に 実用 的な脱硫装置 で す ら早急 に 企業全 体 に 設 け る こ と は 望 め

か ､

た め, 公 害問題 を お こ して い る . こ の た め電力 需要 の 増大 に も か か わ らず

火 力 発電所 の 増設 は 困 難 に な り つ つ あ る .

以 上 述 べ た ご と く水 力 の 開 発 に 多く を望 めず ま た火 力 発電 の 開発 に あ た っ て

は 発電 の た め に 膨大 な重 油 を輸入 す る こ と に よ る 国際収支上 の 問題 や 重 油燃焼

に よ る公 害 と い う難点 が 生 ず る に 至 っ た現在, 電力用 一 次 エ ネ ル ギ ー 源 の 確保

と い う意味 か ら も火 力発電 に 代 り得 る発電方法 の 開発推進 は 重 要 な問題 と な っ

て き た の で あ る .

3 原子 力 発電 の 経済性

1 9 4 2 年 フ ェ ル ミ ら に よ っ て 最初 の 原 子炉 が 造 ら れ, 連鎖核反応 を制 御 して

エ ネ ル ギ ー を 特定 の 割合で 発生 さ せ る こ と に 成功 し, 続 い て 1 9 5 6 年英国 で 澄

界 で 最初 の 営業用 原子 力発電所 の 運転 が 開始 さ れ て か ら原 子 力 発 電 は 世 界各国

で そ の 建設 が 額極的 に 進 め ら れ て い る . す な わ ち,
1 9 6 8 年 6 月 未 現 在, 世 界

で 稼動中 の 発電用 原子 炉 は 7 6 基, そ の 総発電容量 は 1 0 8 5 万 k W
,

建設中 お

よ び 計画 が 決定 した も の を加 え る と, 2 1 4 基, 9 5 9 4 万 k W に 達 して い る .

こ と に
, 米国 で 開発 され た軽水 炉 ほ 蓬済性 の 著 る しい 向 上 と, 加 え て そ の 核

燃料 で あ る低濃縮 ウ ラ ン に 対す る 米国 の 優位性 に よ り, 世 界 の 原 子 力 発電界 を

T) - ド して い る . こ の よう な動 向 か ら, わ が 国 に お い て も原子 力発電 に 対 し強

い 関心 が 向 け ら れ, 電気事業者 の 間に 軽水 炉 に よ る原子 力 発電所建設 に つ い て

の 気運 が 生 ず る に い た っ た . わ が 国で は
, 昭 和 3 5 年, 英国 よ り,

コ ー ル ダ
ー
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日 本 の 原 子 力 発 電 の 将 来

第 4 蓑 建設中 の 原子 力発電所 一 覧

( 6 3 )

会 社 名 糧竃窟
力

糧歪富
力

発 電 所 名】東海発 電所】敦賀発 電 所

所 在 地

炉 壁

電 気 水 力

( 発電 端)

燃 料 種 別

( ウ ラ ン 装

荷量)

着 工 年 月

運 開 年 月

建設 費 ( 初

装 荷 燃料 費
を除 く)

初 装 荷 燃料
費

発 電 原 価
( 発 電 端)

茨 城 県 那 珂

郡 東海 村

黒 鉛減 速炭
酸 ガ ス 冷 却
壁 ( コ ー ル

ダ ホ ー

ル 改

良 型)

･ 6 6 M WI
天 然 ウ ラ ン

( A 1 8 6 t)

3 4 年1 2 月

( 4 1 年 7 月
-

# )
4 2 年 7 月

約4 2 3 億 円

U 42 0

売電 単 価

約 4
.
7 円

福井県 敦賀
市

軽水 減 速,

軽 水 冷却

(沸 騰水 型)

3 2 2 M W

濃縮 ウ ラ ン

( 釣 6 1 t)

4 1 年 4 月

4 4 年1 2 月
予 定

約3 0 0 億 円

0
5 7 U

3 ,1 5 円

関 西 電力( 秩) 東京 電力( 秩)

美 浜 発 電 所

･ 号 J 2 号

福 井県 三 方

郡 美浜 町

軽水 減 速 ,

軽水 冷却 型

(加 圧 永 型)

3 4 0 M W

濃縮 ウ ラ ン

(約 ヰot)

41 年1 2 月

45 年1 0 月

予 定

約2 9 8 億 円

U 5 5 0

同 左

同 左

福 島原 子 力 発電所

1 号 l 2 号

福島県二双葉
都 大 熊町

三択棄町

軽水 減速 ,

軽水 冷 却型

(沸騰水 型)

5 0 0 M W 40 0 M 二W

同 左

同 左

7 8 4 九I W

濃縮 ウ ラ ン

(約 48 t)
濃 縮 ウ ラ ン

(約 7 9t)
濃縮 ウ ラ ン

(約 1 0 7t)

4 3 年 5 月

47 年 6 月

予 定

4 1 年1 2 月

45 年1 0 月

予 定

43 年3 月

48 年 3 月
予 定

約3 6 0 億 円

〝 75 〝

約3 8 4 億円

0 7 8 U

約5 1 0 億 円

〝 1 3 0 〝

3 .0 0 円 2 .7 0 円 2
.9 8 P] 2 .5 2 円

( 注) 発電原価欄 の 数値 ほ初年度 の 値 であ る .

発 電原価 は 負荷率 8 0 % と し
･ 耐用年数 は敦 弘 美浜 1 号お よ ぴ高島1 号に つ い て 旺 2 0 年. 美浜 2 号お

よぴ 福島 2 号 に つ い て ほ 1 6 年と した もの で あ る .

通 商産 業省大臣官房投合 エ ネ ル ギー政策課宙 ｢投合 エ ネ ル ギー統 計+ p ･
2 3 0 ( 昭和 4 4 年& ) , 通 商 産 菜

研究社 .

ホ
-

′レ改良型 炉を 導入 し
, 東海発電所 の 建 設

,
運転 が 進め ら れ て 以 来, 現在 ま

で に 二 三 の 地 方 に お い て 原 子 力発電所 の 建設 が 進 め ら れ て い る の で あ る . 第 4

真 に わ が 国 に 建設中 の 原 子 力発電所 を示 す .

第 4 表 か ら 明 ら か な よ う に わ が 国に お い て 建設 さ れ る原 子力発電炉 は 軽水炉

で あ る ･ こ こ に軽水 炉 の 経済性 に つ い て ふ れ て お く こ と に す る .

6 3



( 6 4 )
一 橋論叢 第 6 3 巻 第 1 号

原子 力発電 の 発展 の た め に ほ , 原子 力発電 が 従来 の 火 力発電 に此 し,
コ ス ト

に お い て 優 れ て い る こ と が 必要 で あ る こ と は 言 うま で もな い . 初期 に お け る 原

第 5 表 2
,
3 の 原子炉の 発電 コ ス ト ( 円/k W h )

P W R 型 原

子 炉

イ ギ リ ス 型

原 子 炉

2 . 32 - 3 . 67

B W R 璽 原

子 炉
火 力 発電所

資本 費 2 . 4 8 - 2 . 67 1 2 . 49 1 1 .
0 2 - 1 .3 3

運 転 費 0 . 21 - 0 .2 7 0 . 41 】 0
. 42 0 ユ9 - 0 .2 4

駄 科 費 1 . 25 - 1 .4 3 1 .6 8 - 2 .4 3 L 1 .5 1 - 1 .7 6 2
.
5 0

関 連費 0 .0 9一心
.1 2 0 ユ2-- 0

.
1 3 1 0

.
1 3 0 .0 9 - 0 ユ 0

合 計 3 .
8 7 - 5

.
4 9 4 .6 9 - 5 .6 4 4 .5 5 - 4 .8 0 3 .8 0 - 4 ,1 7

尾本義 一 輪 ｢ 原子力発電+ 〔Ⅰ〕( 昭和 4 1 年). p . 2 9 2 電気学会 .

力 子 発電 の コ ス ト

は
, 第 5 表 に 示 す

ご と く, 火 力莞電

の コ ス ト に 比 べ て

劣 っ て い た . こ れ

を費目別 に み る と,

原子 力 発電ほ 火 力

発電 に 比 べ
, 燃料

費 は 安 い が 資本費 が 高く な っ て い る . した が っ て
, 原子 力 発電 の コ ス ト を火 力

発電 の コ ス ト に 対 抗 さ せ る に は
, 第 1 に 資本費 を減 らす 必 要 が あ り, 第 2 に 燃

料費 を更 に 減 らす よ う に す る こ と が 考 えら れ る . 第 1 の 目的 を達成 さ せ る に は ,

低金利資本 を利用 す る こ と ほ 当 然で あ る が
一

方技術的 に ほ 原 子炉 の 単基容量 の

大容量 化 に よ る方 法 が あ る . す な わ ち, 第 6 表 に み る ご と く 原子炉 の 大容量化

第6 表 炉型別発電 コ ス ト試算 ( 円/ k W h )

炉型

発電 コ ス

ト 内 訳

3 0 万 k W 5 0 万 k W 8 0 万 k W 1 0 0 万 k W

発電 コ ス トL比 率 発電 コ ス トL比 率 発電 - ス 小ヒ率 発 電 - ス ト 軽率

節

資本 費 ･ ･1 4 1 - 1 ･2 3 7I 5 4l o ･9 6 1 - 1可 5 1l o ･8 1 3 - 0
･
8 7 71 4 7L o ･7 6 5 - 0 ･8 1 31 4 6

運 転 費 o ･2 5 8 - 0 ･2 6 2I 1 2i o
･2 3 1 - 0

･
2 3 41 1 2F o

･
2 1 4 - 0 ･2 1 61 1 3l o ･2 0 7 - O 12 0 81 1 3

燃 料 費 0 .7 0 3 3 4l o
･6 9 4 1 3 7t O ･6 8 5 40t O ･6 8 3 い1

合 計 2 .1 0 2 ～ 2 .
2 0 2 1 0 0 ･ ･

8 8 6 - 1
･
9 6 8LI O Ol l 17 1 2 - 1 ･7 7 8 1 0 0 ･ ･6 5 5 - 1 17 0 4L I O O

科学技術庁原子力局 ｢原子力 ポ ケ ッ ト ブ ッ ク + I) . 1 8 6 ( 昭和 4 4 年版) ,
El 本庶子力産 業会議 ･

に と も な い 資本費ほ 減 少 して い る . も っ と も こ の 原 子 炉 の 大 容量化 に よ る 資本

費低減 の メ リ ッ ト も, 容量 10 0 万 k W 以 上 と な る と
, 建設期間 の 長期化 , 材

料費の 値上 り, 大型 原子 炉 の 安 全 性 な ど か ら そ の 効果 は 期待 で き な い と言 わ れ

て い る .

第 2 の 問題 を考察 す る に 当 っ て
, 軽水 炉 の 核燃料 サ イ ク /I , お よ ぴ そ れ ら各 工
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日 本 の 原 子 力 発 電の 将来 ( 6 5 )

第 1 図 軽水炉 の 燃料 サイ ク ル

②濃縮工 場
か ら の

U F d

7

P

･ 原子炉H 領警謡H 管 H ⑧

琴
( N G , 2

-

H 習
I

”‾て

7 置
i 凄
Y

聖成

H ⑲ p u( N G , 4
- h 払 ･ ⑨p ”N O 3,4

- P uH璽]

@
U F 6- → U O 2

(D 天 然UO 2L
L
l 親

第1 未 然料 サイ ク ル 各 工 程 の 単位経費, 所 要時間お よび 回収率

各 工寒 所要時
間( 日)

各 工 程 の 回 収

率( 形)

各 工 轟 の 経 費
( S / k g . tT )

′ - 2 5 0 】 1 0 0

各 工 程 の 内 容

① 天 然二 酸化 ウ ラ ン

④ 六 弗化 ウ ラ ン I A E C 公 表 値 1 0 0

④ U F
6L･ - U O

2 変換 l 7 - 1 2 3 6 5 9 9

④ 燃料成 形 加 工 】 4 5 - 6 0 1 2 2 9 9

(動 燃料照 射

@ 勉 料 の 冷却 と運 撮 1 3 .8 1 2 0 1 1 0 0

⑦ 燃 料再 処 理 2 5 3 2 1 9 8 .5

(参 U O 2( N O B) 2
- U F 6 変換 (

5

3f
o '

6 1 1 1 0 0

(む P u ( N O
B) 4-- 一 P u 変換 1 .5/g . P u 6 1 1 1 0 0

⑩ P u ( N O B) 4- 一 P 1 1 0 2 変換 1 .5/g . P u 6 1 】 1 0 0

⑭ U F 6 ク レ ジ グ ト A E C 公 表 値 0 1 1 0 0

⑩ P u ク レ ジ プ ト $ 1 0/g . P t1 fi s sil e O 1 1 0 0

* 濃縮寛 6 % 以下 の tJ に対 し て $ 6 . 6 01 k
g

. tT

温帯髭 5 % 以下 の tl に対 して 1 3 21 k g .
tl

武井満男 , 能沢正雄 , 下川純 一

. 日本原子力学 会誌 1 0
,
2 8 9(1 96 8 )

程 の 単 位経費, 各 工 程 の 所要時間と 回 収率 を第 1 囲お よ び第 7 表 に 示 す. ま た

軽水炉 の 核燃料 サ イ ク ル 構成要素 の コ ス ト の 内訳 を第 8 表 に示 す. ⑨ほ ウ ラ ン

濃縮 プ ラ ン ト か ら得 ら れ た 濃縮 ウ ラ ン (U F 6) で ,
こ れ ほ ⑧ の エ 程 で 二 酸 化 ウ

ラ ン (U O ヱ) に 変換 さ れ る か
, あ る い は天然 二 酸化 ウ ラ ン と混合 され て 所要 の

6 5
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濃縮度 を も つ 核燃料 と な る ･
こ れ は ④ の 工 程 で 成 形加 工 さ れ

, 原子 炉中 に 装 入

さ れ る ･ 原 子炉⑧で 燃焼済 み の 核燃料 は , ⑥で 約 120 日 冷却 さ れ 再処理 プ ラ ン

第8 表 軽水炉 の 燃料費

構成 ( 形)

ウ ラ ン 精 鉱 価 希 l 2 6

分 浩 費 l 3 0

加 工 費 l 2 6

再処 理 費, 輸送 費 l 1 8

小 計 1 1 0 0

P 11 ク レ ジ ッ ト l - 1 8

武井満男 , 能沢正風 下川純 一

.

日本原子力学会鼠 1 0
,
2 6 9 (1 9 6 8 )

ト⑦ に 運搬 さ れ る . こ こ で 使用 済 み 核燃料 は 化 学

処理 を受 け,
生 成 した プ ル ト ニ ウ ム P t l , 減 損 ウ

ラ ン お よ び 核分 裂 生 成物 が そ れ ぞ れ 分 離回 収 さ れ

る ･ 減損 ウ ラ ン は ⑧ で 再 び 六 弗 化 ウ ラ ン U F 6 の

形 に 変換 さ れ
,

さ ら に ⑪ の 濃縮 プ ラ ン ト に 送 ら れ

再濃縮 さ れ る . 生 成 プ ル ト ニ ウ ム は ⑨ お よ び ⑩ の

工 程で , そ れ ぞ れ プ ル ト ニ ウ ム 金 属 ま た は 二 酸化

プ ル ト ニ ウ ム に変換 さ れ
, そ の 一

部 は ク レ ジ ッ ト

と して 売却 さ れ る か あ る い は ④ の 成形加 工 工 程 に

返還 さ れ る .

さ て
, 核燃料費 は,

こ の よう な 各工 程 の 経費 の 捻和 と イ ン ベ ン ト リ ー

賛す な

わ ち, 燃料 サ イ ク ル を定常運転状態 ま で も っ て 行 く に は
, 濃柘六 弗化 ウ ラ ン 購

入 資 金, 加 工 資 金, 予備燃料費 な どの 多額 の 資金 を必 要 とす る が, そ れ ら の 資

金 の 金 利 と で 構成 さ れ る .

した が っ て
, 燃料費 の 低減 に は 新 工 程 に よ る 各 工寝所要時間 の 短 縮 な ど の 技

術 の 進歩 に依 る と こ ろ が 大 き い の で あ る .

核燃料 サ イ ク ル 中 の 各工 巷 に お け る 単価推移 の 見通 しお よ び 19 7 5 年頃 に 運

転を 開始す る 軽水炉 と 石 油火 力 の 発電 コ ス ト の 試算例 を第 9 表 と第 10 表 に 示

第 9 蓑 単価推移 の 見通 し

P u ク レ ジ グ

I

( S/ g-丘s sil e)

年 次

U 30 8
- U F 6

交 換
(S/1 b- U )

濃縮 サ
ー ビ ス

(港/ k g)

加

(S/k g .

エ

ロ)
再 処 理

(S/t)

1 9 7 0

1 9 7 5

1 9 8 0

1 9 8 5

1 9 9 〇

” 2 0 0 0

5 .0 0

4 .5 0

1 .0 0

0 .5 0

0
.0 0

5 .
0 0

0
.
00

7
.5 0

1 5 .0 0

4 3 .1 0

2 5 .0 0

2 0 .0 0

1 7 .5 0

1 5 .
0 0

4 1 .5 0 0

4 1 .5 0 0

3 6 .4 0 0

9 .
0 0

7
.
2 5

7 .2 5

1 0 .2 5

9 .5 0

中村康治. 日本原子力学会# .
l l

.
3 4 ( 1 9 69)
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す . 第 10 真 に よ る と, 軽水炉 に よ る発電 コ ス ト は, 石 油火 力 に よ る 発電 コ ス

ト よ り優 れ て い る こ と が わ か る . し か し現 在 わ が 国 で 建設中 の 第 4 表 に 示 した

発電所 で ほ, 立 地 条件

や 耐震設 計 お よ び 高金

利 の た め に 米国に お け

-る湯合 に 此 して 資本費

が 割高 と な り, 石油火

力 よ り発電 コ ス ト が や

や 高 目 に な る と い う.

第 10 表 軽水炉 と石油 火力発 電 コ ス トの 比 較 (5 0 万 k W )

軽 水 炉 石 油 火 力

建 設 費

( 千円/ k W h )
5 4 .6 ′ ー 6 5 .7 4 0 .0

莱

蛋
=

ス

I

資 本 費

運 転 費

燃 料 費

合 計

0
.8 2 - 0

.9 8

0 .2 7 - 0
.
3 2

0 .7 4 - 0 .8 9

1 .8 3 - 2 .1 9

4 5 %

1 5 %

4 0 %

1 0 0 %

0 .6 4

0
.1 6

1 .
2 4 - 1

.4 6

2
.
0 4 - 2 .2 6

3 0 %

1 0 %

6 0 %

1 0 0 %

越川文雄 , 通商産業研究 . N o . 1 4 8
, p . 7 2 ( 昭和 4 3 年)

一 方 , 第 4 表 に 示 した ご と く現 在建設 中の 原子 力 発電 コ ス ト ほ, 第 5 表 に 示 し

た 初期 の も の に 此 して 著 しく進歩 して お り, 近 い 将来, 石 油火 力発電 コ ス ト と

此 肩 し得 る に 至 る と思 わ れ る .

こ の ほ か, 核燃料費 に 大 き な影響 を お よ ぼ す パ ラ メ ー タ ー と して は
, 此 出九

冷却材単位量当 り の 熟出力, 燃焼度 な ど が あ り,
こ れ ら を改善す る こ と に よ り,

原 子 力発電 コ ス ト の 経済性 を 向上 さ せ る こ と が で き る .

4 原子 力 発電 の 安全 性 と そ の 立 地

経済性 が 向 上 す る こ と に よ り急速 か つ 本希的 に 原子 力 発電 が 成長す る こ とは ,

わ が 国 に と っ て も大 い に 歓迎 す る と こ ろ で あ る が
, 同 時 に また 慎重 に 検討す べ

き点 も少 な く な い . 狭少 な国土 に 数 多く の 原 子 力 発電所 が 設置 さ れ た とき の 佐

一民
に 対す る安全性 の 検討 や 将来原 子 力 発電 を利用す る 諸 産業 の 振興 等 を 考慮 し

た 上 で の 発電所設置湯所 の 選 定 な ど で あ る .

原 子 力 発電 の 進展 に 対 応 して
, 安 全 対 策 の 一 層 の 充実 を は か る た め, 原子 力

委貞会 は , 原 子 炉施設 の 安全 審査 に お け る 諸 指針 の 整備 を ほ か る 等 の た め, 昭

‾和 43 年 10 月, 動力 炉安全基準専門部会 を 設置 し, 同専門部会 ほ
, 昭 和 43

年 1 2 月 か ら そ の 審議 を開始 した . ま た, 昭 和 4 4 年 2 月 に は, 使用 済燃料再

処 理施設 等 か ら生 ず る放射性廃液 の 海洋 放出 に 際 して の 障害防止 に 関す る 考 え

方 に つ い て
, 内閣総理 大 臣 の 諮問 に も と づ く放射線審議会 の 答申 が 行 なわ れ た.

β7



( 6 8 ) - # # # # 6 3 % # 1 %

原子 力 委貞会は ,
こ れ に も と づ き, さ ら に検討 をすす め る

一 方, 研究開発 の 挽

進 と こ れ に 必 要 な施設 の 整備 を は か っ た .

ま た, 動燃事業団 に お け る 再処理施設 の 安全性 に つ い て , 原子 力 委員会 ほ,

昭 和 4 4 年 3 月, 再処理 施設安全審査 専門部会 か ら十 分 確保 し得 る 旨, 報告 を

受 けて い る . こ の よ う に 法 の 改正 な ど に よ り従 来 よ り安 全 対 策を 強化 して い る

わ け で あ る が,
こ れ は 国 の 企業者 に 対 す る 規制 で あ っ て

, 企業者 と住 民 と の 問

に よ る も の で ほ な く, 住民 に 十 分 な安 心感 を 与 え る も の と は 言 えな い . 幸 い に

ち
,

4 4 年 4 月 4 日 , 福島県 は東京電力 と安 全確保 の 協定 書 に 調 印 して い る .

こ れ は , 企業者と 自治体 と が 協力 して 原 子炉施設周 辺 の 放射能測定 を行な お 5 .

とす る も の で
, 住民 の 安全対 策 が 一

歩前進 した も の と考 えて よ い
.

原子 力 発電所設 計上 と ら れ て い る 技術 面 で の 安 全 性確保 に つ い て 二 三述 べ て

み た い .

原子炉事故 の 特異点 ほ 放射能 の存在 と い う こ と で あ る . 原 子炉中 の 核燃料 や

核分 裂生 成物 が, 事故 に よ っ て 外部 に 出て 周 囲 が放射能 に よ り汚染 れ さ て し ま

う こ と で あ る . 放射能 に よ る 障害 は ま だ 研 究 が 十 分進ん で い な い 面 が 多い の で
,

事故 に 対 して は 十 分 な 注 意 が 払わ れ な け れ ばな ら な い .

原 子炉 の 急激 な 出力上 昇 に と も な う原 子炉 の 暴走 は 原 子 炉 の 固有 の 安全 性 に

よ り,
か り に お こ っ た と して も エ ネ ル ギ

ー

的に は 大 き な災害 は お こ さ な い と い

わ れ る ･ む しろ, そ れ に 付 随 して お こ る燃料 の 破損散失 や 内 蔵 さ れ て い る 放射

能 の 退散 の 方 が 危険で あ る . こ の た め原 子 炉 で は 多 く の 放射能漏洩防止 の 防壁

が考慮 さ れ , ま た か り に こ れ ら の 防壁 を こ えて 放射能 が 漏出 した 時 に も早 急 に

対 策が 行な わ れ る よ う に 常時監視 で き る よ う に な っ て い る .

ま た
, 原子炉容器等 の 材料 は, 十 分 な配慮 を も っ て 選 定 さ れ, ま た そ の 製作,

加 工 の 段階で 十分な検査 が 行 な わ れ て い る .

わ が 国に お い て 原子 炉施設 を設置す る 上 で 特 に 注意 しな け れ ば な ら ぬ の は 地

真 に 対 す る 配慮 で あ る . こ れ に 対 して は, 過 去 の 地 異記 録 を調 査 して, そ の 土

地 が 経験 した 地震歴 を知 り, 今後発電所寿命中 に 遭遇す る か も知 れ な い 地 震 の

大 き さ を 求め,
こ れ を上 回 る設計 をす る . また 用地 の 地 表 の 常時微動 の 測定や ,
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試掘債坑内 に設 置 した 地震計 に よ る 自然地 震, 人 工 地 震 の 測定 を続 け, 地 盤 の

も つ 特性を知 る な ど の 対策 を施 して い る .

な お
,

こ の 外 , 放射性廃棄物 の 海洋放出, 放射線障害防 止 の 研究, 防災業務

計 画 の 推進 な どが 研 究 さ れ て い る .

上 述 の よ う に 原 子 力 発電所 の 安全性 に つ い て は , 法 的に も施設 面 に お い て も

十 分 な 安全設計が 行な わ れ て お り, 原 子炉 の 暴走, 放射能 の 散逸, 原 子 力 発電

凝設 の 崩壊 な ど ほ, は とん どお こ り得 な い と思 わ れ る が
, 万 一 の 易合 の 安全 対

発 と して 立 地 基準 が お か れ て い る の で あ る .

こ れ を以 下 に 記 して お く.

( 1 ) 原 子炉 立地審査指針 (3 9 . 6 . 2 7 原子力 委貞会沃克)

こ の 立 地 審査 指針 は, 原 子 炉安 全 基準専門 部会 の 報告書 を も と に
, 原子 力 委

貝会 に お い て
,

今後, 安全 審査 を行 な う際 に は
,

こ れ に よ る よ う原子 炉安全 専

門審査 会 に 指示 した も の で
, 陸上 に 設 置す る 1 万 k W 以 上 の 原子 炉 に つ い て

,

万 一 の 事故 を考慮 して そ の 立 地 条件 の 適香 を判断す る た め の も の で あ る .

イ
,

事故 の 定 義

( イ) 重 大 事故 : 敷地 周 辺 の 気象, 原 子 炉 の 特性, 安 全 防護施設 等 を考慮 し
,

哉術的見 地 か ら み て 最悪 の 湯合 に は 起 る か も しれ な い と考 え ら れ る 重 大 な事故.

( ロ )
ノ仮想 事故 : 重 大事故 を超 え る よ う な

, 技術 的見 地 か ら は起 る と は 考 え

ら れ な い 事故. た と え ば
,

重 大 事故 を想 定 す る 際 に は, 効果 を期待 した 安 全 防

護施設 の う ち の い く つ か が 動作 しな い と
一

仮想 し
,

そ れ に 相 当す る 放射性物質 の

放散 を収想 す る .

ロ
. 区 域

区 域I 定 義 広 さ

非居 伎

区域

公 衆が 原 則 と して 居

住 しな い 区域

重 大 事故 の 場合, あ る阜巨離 だ け離れ た 地 点 に ひ とが

い つ づ け る な ら ば , そ の ひ と に 放射線 障害 を与 え る か

も しれ な い と判 断 され る 距離 の 範囲 .

こ の 範囲 を判 断す る た め の めや す と して 甲状 腺 ( 小

児) 1 5 0 レ ム
, 全 身 2 5 レ ム をも ち い る .

低 人 口 ト､

ち じる しい 放射線l 倣 想 事 故 の 場合 , 何 ら の 措 置 も講 じ な けれ ば ,
こ の

6 9
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地 帯
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障害 を与 えな い た め

に 適 切 な 措 置 を 講 じ

う る 環境 に あ る 地 帯

範囲 内 に い る 公衆 に い ち じる し い 放射線災 害 を与 え る

か も し れ な い と 判 断 さ れ る呈巨離 の 範 囲 .

こ の 範囲 を 判 断す る た め の お よ そ の め や す と して
,

甲状 腺 ( 成 人) 3 0 0 レ ム
, 全 身 25 レ ム を も ち い る .

人 口 密

集 地 帯

か ら の

距 離

･

仮 想 事故 の 易合 , 全 身被 曝 線 量 の 積 算値 が
, 国民 遺

伝 線 量 の 見 地 か ら 十 分 受け 入 れ ら れ る程度 に 小 さ い 備

に な る よ うな 距 離.

こ の足巨離 を 判断 す る た め の め や す と し て 外 国 の 例

( た と えば 2 0 0 万 人 レ ム) を参 考と す る .

即 ち
,

原子 力 発電所 の 周 辺 に は 非居 住区 域が あ り, そ の 外側 に低人 口地 帯 が あ

り
,

発電所 と人 口 密集地 帯 とは 十 分離 れ て い る こ と が条件 で あ る . ま た 気象 に

関 して は 次 下 の 通 り で あ る .

( 2 ) 原 子 炉安全解析の た め の 気象手引 (4 0 . 1 0 . 2 麻子炉安全基準専門部会策定)

こ の 気象手 引ほ
, 原 子炉 の 安全解析 を 行な う 際 の 有益 な指針 と な る も の と し

て , 今後 , 安 全審 査 を 行な う際 の 参考と す る よ う原 子 力 委員会委員長 か ら原 子

炉安 全 専門審 査 会長 あ て 4 0 年 1 1 月 1 2 日 付 で 送 付 さ れ た .

イ . 想 定事故時用 の 気象

安 全 解析 の た め に 想 定 した 事故に よ る影 響 の 評価 は, お そ ら く こ れ よ り悪 い

こ と に は な ら な い と い う考 え方 で 行 な う も の で あ る .
こ れ に も ち い る気象条件

は, 次 の 諸 点 は 考慮 して 選 ぶ べ き で あ る .

( 1 ) 想定事故 に よ る 放射性物質放出 の 様相, た と え ば放出の 高 さ
, 放出 の

継続時 間等 を考慮 す る こ と .

( 2 ) 想定 事故時 の 評価 は, 公衆 を 対象 とす る も の で あ る の で
,

公 衆 の 居 住

す る 地 域 に着 目 す る こ と.

( 3 ) 原子 力委員会 が 決定 した原 子炉立 地審査 指針 に よ れ ば
, 想 定 事故 と し

て 重 大事故お よ び収想事故 の 発 生 を仮 定 し, 両 者 の 場合 に つ い て 評価す る こ と

に な っ て い る . 重 大事故 の 場合 に は
,

従 来も ち い ら れ た 気象状 態 の 出現 度 を参

考と す る こ と . ま た, 収想事故 の 場合 に は
,

出現 度 が こ れ と 同等以 上 の も の を

も ち い る こ と.

7()
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日 本 の 原 子 力 発 電 の 将来 ( 7 1 )

な お
, 拡 散 の 計算 に ほ , 従 来 P BL S q u ill の 式 ( 英国気象局法) を採用 し て い

る .
こ れ を 採用 して 当 分 差 し支 えな い と考 え る .

へ 平常運転時用 の 気象

平常運 転時の 気体 廃 棄物放出 に よ る影響 の 評価 ほ ,

一 般 に 周 辺 監視 区域外 の

年間積算線量 に つ い て 検討す る もの で あ る . こ れ に も ち い る 気象資料 は, 次 の

諸 点 を考慮 し, 現 地 に 関す る 1 カ 年以 上 の 期間 に 及 ぷ 観測資料 に も と づ く べ き

で あ る .

( 1 ) 気体廃棄物放出の 状態,
た と え ば

, 煙突 の 高 さ 等を考慮 す る こ と.

( 2 ) 平常運 転 時 の 評価 の 場合 に も, 周 辺 監 視区 域外 の 公衆 の 居 住す る 地 域

に 着目 す る こ と .

( 3 ) 平 常運 転時の 気体 廃 棄物放 出 に 閲 し, 施設側 に お い て 講ず る措置,
た

と えば
,

一

時貯溜等 の 放 出管理 を考慮す る こ と.

科学技術庁原子力局 ｢ 原子力ボ ケ ッ t･ ブ ッ ク+ P . 3 3 6 ( 昭和 4 4 年版) , 日本原子力産 業会議

ま た わ が 国 の 原子 力 発電所 の 立 地 概要 を第 1 1 表 に 示 す .

以 上 記 した ご と く, 原 子 力発電 の 安 全 性 に つ い て は
, 法規面 お よ び 技術面 か

ら確保 さ れ て い る と考 えら れ る が, な お こ こ に
二

言 述 べ て お き た い .

現 在, わ が 国で 建設中 の 発電炉 は す べ て 米 国型 の 軽水 炉 で あ り, そ の 主 建設

契約者 が G E 社,
G E T S C o . 社

,
W H 社 で あ っ て

, 国 内 メ ー カ ー が 主 建設 契約

者 と な る の は
, 美浜発電所 2 号炉 に お い て で あ る こ と で あ る . 他 の 発電所 に お

い て は 国 内 メ ー カ ー が
一

部契約者 と な っ て は い る が , こ の こ と は わ が 国 の 技術

面 を 評価す る 上 で 考慮 さ せ ら れ る も の が あ る . 軽水 炉 に 関 す る技術 は 急速 に 進

歩 して い る 反 面, わ が 国 の 軽水炉技術 の 立 遅 れ は 小 さ く な い . さ ら に 外 国 か ら

の 技術導入 は 種 々 の 点 で 不 安 を感ず る の で あ る . 原子 力発電 の 将来 を考 え れ ば,

あ き ら か に 国産技術 の 向 上 は 必 要 で あ る し, そ れ に よ っ て 安 全性 の 確保 が 向上

して 行 く の で あ る . 原 子 力 発電 の 国産化 を推進す る 方 策 が 望ま れ る の で あ る .

原 子力 発電 の 立 地 に つ い て は, 種 々 の 条件が 考 え
,
ら れ る . 原子 力 発電用資材

を運 搬す る の に 便利 な港湾, 建設用 地 の 地 質, 地 形, 気象, 取 水 の 容易 さ, 人

口
, 電力需要 地 と の 距離 な ど を考慮す る必 要 が あ る .

7 L



( 7 2 )

発電所名

一 橋論叢 第 6 3 巷 第 1 号

策 11 表 わ が 国原子力発電所の 立地概 要

萌日

運 転 開 始

現 生旦

炉 型 式

東 海 発 電 所 l 敦 賀 発 電 所 J 苧誓
発
雪誓

福島 庶 子 力 発 電 所
1 号 2 号

l
芸 瑞 P W R

( 1 9 7 0- 1 0 ) ( 1 9 7 3 - 5 )

B W 且

電 気 出 力 1 6 6】虻1打 Z 3 2 2】旺 W 3 4 0】虻 W 5 0 0 M W 4 0 0 五I W 7 8 4 】旺 W

所 在 地 茨城県評珂都東海村 F 奄井県敦賀市 福井県 三方郡美浜 町
福井県双葉郡大熊町 お よ

び双 裏町

敷 地 面 考 釣 2 41
,
3 0 0 m 2

] 約 1 , 4 0 0
,
0 0 0 n

2
r 約 与0 0

,
0 0 0 n

2
釣 3

,
0 0 0

.
0 0 0 m 2

ロ

(1 9 5 王) 年現在)

半径1 k m 以内 1
.
B O O 人

1 - さk m 2も 0 0 0

6 - 1 0 k m 7 7
,
00 0

1 0 - 2 0 k n 3 9 0
,
0 0

近郊都市

水戸市南西釣 1 6 k n

人 口釣 1 1 0
,
0 0 0人

日立市北西釣 1 4 k m

人 口約 1 3 1
,
0( 和人

(1 9 6 5 年現在)

半径 1 k m 以内 1 2 0 人

1 - 5 k m 6 0 0

5 - 1 0 k m 5
,
5 0 0

1 0 - 2 0 k m 2 4 2 , 0 0 8

近 郊部市

敦 賀市商約 1 1 k m

人 口釣 朗L
,
6 0 8人

(1 9 6 各 年現在)

半径 1 k m 以内 0 人

1 - 6 k m 7 0 0

5 - 1 0 k m 7
. 0 0 0

1 0 - 2 0 k m 7 0
,
0 0 0

近郊 春市

敦 賀市南東約 1 1 k m

人 口釣 6 4
.
5 0 8人

(1 9 6 5 年現在)

半径 1 k m 以 内 0人

1 - 5 k m 9
,
6 0 0

6 - 1 0 k m 2 6
,
0 0 0

1 0 - 3 0 k n 99
.
O D D

近郊着β市

原 町市北約 2 5 k n

人 口釣 4 1
,
0 0 0人

太平洋岸沿 い の 砂丘地

帯

形

日本海岸 の 敦賀半島 の

東北端 の 海底湾 に の ぞ

ん だ 東西を丘 陵お よび

山岳地帯に か こ ま れ た

平 地 .

掘削量範- S 4 万 m 3

日本海岸 の敦賀半島 の西

北端 の 丹生湾 を形成す る

岬南部 と海面壁立地J: り

な る . 岬南部 の 西半部は

丘 陵 , 東半部i ま平地 .

掘削量約 3 2 万 m 3

太平洋岸沿 い の 標高約3 5

m の 圧 .f 平i B
_ な丘陵地帯

で 東側ほ 急 し ゅ ん な 断崖

据嗣量的 1 3 0 万 m 3

質l 砂 質泥岩 花南岩 t 硬質黒芸母花尚岩 据岩

丹後地嘉 1 9 2 7 . 3 M - 7 . 4

蛋央B巨離 - 約 9 0 k m

奄 井旭志 1 9 4 8 . 6 X - 7
.
2

震 央距 離 - 紛 4 0 k n

越前岬沖地震 1 9 6 3 . 3 二は - 6
. 5 - 7 . 0

震央距 離 - 約 2 0 k m

同 左

塩屋崎東南方沖地貢

1 93 8 . 5 二岨 = 7
. 6

要央足巨離 - 約 7 0 k zn

福島県東方沖地貢

1 9 3 8 . 1 1 五Ⅰ = 6 . 5

震央距離 - 約 7 0 k n

水

復水 器冷却水

前面海域 に約 5 0 0 m

の 取水用鉄管 を薮設

淡 水

約2 k m 離れ た沼( 約

7 k T n 離 れ た河川 よ

り導水〕 J : り一取水

復水 器冷却水

浦底 湾よ り 取水

淡 水

付近 の 渓流 お J: び 池

上 り:取水

復水器冷却水

丹生湾 よ り取水

淡 水

約 3 k m 離れ た 河川 よ

り取水

復水器冷却水

前面海域p こ取水 ･ 港 湾

併 用の 防波境 を溝策

淡 水

深 さ 2 5 0 m の 深井戸数

木上 り 取水

需要地 ま

の 距離
で

A 1 3 0 k n 約 1 5 0 k m A 1 5 0 k m A 2 6 0 k n

野 口弘太 瓜 通商産業研究 , N o . 1 4 8
, p . 9 5

, ( 昭和 4 3 年).

わ が 国 に お け る 原 子 力発電 の 建設 地 は 第 11 表 に み る ご とく す ぺ て 海岸 に建

設 さ れ て い る ･
こ れ は わ が 国 の 地形上 よ り 来 る も の で あ る . す なわ ち, わ が 国

紘, 山 地 が 多く, 原子 力 発電所建設資材運 撒 の 道路 に 乏 しい 上 冷却水 を得 る
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日本 の 原 子 力 発 電 の 将来 ( 7 3 )

に 必 要な流量 の 安定 した 河 川 湖沼 が 少な い な ど に よ る . ま た , 放射性排水 の 問

題 な ど も考慮す る と 内陸 よ り ほ 海岸 の 方 が 便利 な の で あ る .

と こ ろ で , わ が 国の 人 口 は 大 部分 が 海岸地 方 の 平地 帯 に 分布 し, ま た 諸 工業

も臨海 地帯 に 多い た め立 地 基準 に 照 ら して 適当 な 発電所建設地 の 選定 は 困 難な

問題 と な っ て い る . 幸 い に も, 過 去十 数年 に わ た る世 界各国 の 原 子炉 運転実績

に よ り そ の 安 全 性 が 認 め ら れ, 経済性 の 向 上, 技術 の 進歩等 に よ っ て
, 原 子 力

発電 の 評価 が 高 ま っ て き た . こ れ と共 に 原子力発電と 諾 企業と の 結 び 付 き が 考

え ら れ る よ う に な っ た . 安全性 の 増加 に よ りエ 業地帯附近 へ の 設置が 可能 と な

れ ば, エ 業地 帯 に 近 く, 比 較的人 口 密度 の 低 い 海岸 に建設用 地 を求 め る途 も開

か れ る で あ ろう し
,

ま た 人 口 の 少 な い 島全体 を 一 大 工 業地 と して そ の 中に 原子

力 発電所 を 設置す る と か の 方 法 も考 え ら れ よ う . エ 菜地帯 よ り離 れ て 原子 力 発

電所 を設置 し
, 送 電す る た め の 設備 や 送電損失 な どを考 え れ ば

,
こ の よう な建

設 用 地 の 開発 を わ が 国 で は 考慮す べ き も の と思 わ れ る . 原 子炉格納施設 の 強化

改善, 原子 炉 の 耐寅設計地 盤 の 補強強化 な ど の 研究 に よ り 原子 力 発電 の 安全性

を さ ら に 高 め る こ と が 立 地 問題 を解決す る 有力 な 方法 な の で あ る .

5 原 子 力 発電 の 多目 的利 用

わ が 国 は 国 土 が 狭

く,
エ ネ ル ギ ー 源 や

エ 業用 原 料 の 多く を

海外 に 依存 して い る .

従 っ て
, 将来 の わ が

国 の 経書斉的発展 に お

よ ぼ す原 子 力 発電 の

影響 は 非常 に 大き い .

わ が 国 の 部門 別 電力

需要推移 と 大 口 電力

実蹄 とを そ れ ぞ れ第

第 12 表 部門別電力需要推移

昭和

年度

卓左

鉄 鍋

工 業 部 門

そ の 他 】小 計三芸芸
ギ

!運 -
農 林水

産部門

民生 そ の

他部門
計

3 6 3 .
6 5 4 1 4 . 3 6 1 I 1 8 . 00 6 2 . 01 6 1 1 . 2 1 3 0 . 1 0 6 3 . 9(i8 2 5 . 3 0 8

3(; 4 . 5 4 2 1 6
.
2 9 6 1 2 0 . 8 3 7 2 . 1 2 4 F 1 . 3 2 3 0 . 1 1 2 4 . 7 00 2 9 . 0 9 6

3 7 4 . 3 4 4 1 7 . 1 7 4 I 2 1
. 6 1 8 2 . 4 02 1 . 4 2 6 0 . 1 1 3 5 . 6 3 0 3 1 . 0 8 9

3 8 5 . 2 1 4 1 9 . 7 3 3 2 4
. 9 4 7 1 2 . 12 8 1 . 5 71 0 . l l (; 6 . 6 1 4 3 6 . 6 7 4

3 9 与. 9 2 2 2 1 . 5 7 6 2 7
.
49 8 1 2 . 6 6 5 I . 7 61 0 . 1 3 8 8 . O S O 4 0 . 1 3 2

4 0 5 . 8 9 6 2 3 . 5 5 6 2 9
.
4 6 2 1 2

. 7 5 7 1 . 9 2 1 0 . 1 4 0 8 . 7 9 3 4 3 . 0 6 3

4 5 9 . 0 3 6 . 6 4 5
.
6 1 4 . 9 2 . 9 0 . 2 1 4 _ 5 6 8 . 1

6 0 1 2 . 1 6 6 . O 1 6 8 . 1 I 7 . 3 4
.
4 0 .

2 2 2 . 3 1 02 . 3

6 0 1 4 . 7 1 2 7 . 1 1 4 1 . 8 1 1 4 . 1 8
.
6 1 0 .

2 4 7 . 5 2 1 2 . 2

単 位 : 1 0 13 K c & 1 通商産業省大臣官房抱合 エ ネ JL , ギ ー 改案課拓 ｢ 歳合 エ ネ ル

ギー続計+ ( 昭和 4 3 年版) . 通商産 票研究社

73



( 7 4 ) 一 橋 論叢 第 6 3 巻 第 1 号

第 13 表 大 口電 力需要実績
( 9 電力分) ( 単位 : 1 0

6 k w h )

年度別

産業別
3 6 3 6 3 7 3 8 39 4 0 41 4 2

戟

エ

莱

鉱 石 炭 轟E 某 2
,
6 8 9 2

.
6 8 5 2

.
6 1 0 2

, 5 1 3 2
.
3 9 8 2

,
4 41 2

,
45 7 2

,
3 0 0

薫

そ の 他 8 0 2 8 4 7 8 6 0 8 6 0 9 4 2 1
,
0 01 1

.
2 6 4 1 , 22 1

計 3
,
4 91 3

,
5 3 2 3

,
4 7 0 3 , 3 7 3 3

,
3 4 0 3

,
4 4 2 3

.
7 2 1 3

,
与2 1

1 , 8 6 4

製

逮

莱

食 料 品 製 造 業 6 2 1 7 8 2 9 3 8 1
,
0 8 1 1 , 2 8 6 1

.
4 2 8 1

,
6 2 1

妓 維 工 菜 2
.
1 6 6 2

,
8 1 6 2

,
7 8 5 3

,
0 5 3 3 , 3 4 6 3

,
5 6 5 3

.
7 6 7 も0 8 3

パ イ プ
. 舵 , 紙 加 工 品 製造 菜 4

. 5 4 6 5
,
0 9 0 6

,
3 7 6 5

,
9 0 2 6 , 2 1 9 6

.
3 6 6 6

,
9 7 0 7 ,

2 7 7

化
ア ン モ ニ ア系 肥料製造業

石炭窒素製造業 電炉工 業

4
, 5 41

3 9 0 2

も 6 9 8

4 8 0 8

4
.
3 6 3 4

, 9 8 5 5
, 4 0 8 5 , 7 6 0 6

,
4 5 1 5

.
9 0 2

学 ソ
ー ダ 工 業 2

.
0 2 2 2 , 2 9 8

4
,
4 2 3

2
,
26 9

6
,
1 7 9

2
,
3 8 2

6
,
6 2 8

2
,
6 2 0

5 , 2 9 7

2 . 6 6 7

5
,
4 9 7

2
,
9 8 4

6
,
0 8 3

3
,
5 5 0

工 化 学 裁 推 製 造 業 1
.
1 9 9 1

,
2 8 4 1

,
2 7 4 1

.
6 2 8 1 8

.
5 5 1 , 9 0 8 1

.
9 6 2 2

.
0 4 7

莱
そ の 他 2

,
8 6 6 3

,
6 4 6 4

,
07 6 4

.
9 2 9 5

.
8 3 1 6 . 4 4 6 7

.
6 6 8 8

,
2 9 4

計 1
.
4 6 2 0 1 6 . 6 3 4 1 6

.
4 0 与 1 9

,
0 0 3 2 1

.
3 4 2 2 2

,
0 6 7 2 4

,
5 6 2 2 t

F･
,
8 7 6

石 油 製品 ･ 石 炭 製 品 製 造 菜 3 1 9 3 9 2 41 6 41 0 4 4 3 5 3 2 6 4 0 7 2 与

ゴ ム 製 晶 製 造 業 4 41 5 2 3 59 9 66 8 7 1 4 7 1 6 7 9 1 9 3 7

セ メ ン ト 製 造 業 1
,
3 9 0 1

.
7 06 1

.
9 5 8 3

,
2 3 6 2

.
6 0 3 2

,
7 3 8 3 , 1 3 0 3

,
5 2 1

秩
高 炉 に よ る 製 造 業 2

.
6 2 4 3

.
4 4 4 3

,
6 6 8 3

,
51 2 4

.
1 1 8 4

.
1 7 7 5

.
0 8 4 7 , 0 8 3

錦 そ の 他 9
.
8 1 6 l l

,
8 6 5 1 0

,
6 8 5 1 2

,
9 7 8 1 4

,
4 3 与 1 3

,
7 3 1 1 6 , 7 4 3 1 8 . 0 0 3

兼
計 1 2

.
4 3 9 1 6

.
2 9 9 1 4 , 2 4 3 1 6

,
49 0 1 8

,
5 6 3 1 7

.
9 0 8 2 0

,
8 2 7 2 5 . 0 8 6

ア /L ,

ミ ニ ウ ム

昇
一

次製錬 ･ 満鉄業
1

.
4 7 6 1

,
8 1 9 1 , 9 6 6 1

,
9 6 9 2

,
0 0 7 2

.
2 2 3 3

,
5 9 7 2

. 9 2 5

横製
電 気 機 械 器 具 製 造 葛 1

.
0 9 8 1

,
3 4 6 1

, 4 6 1 1
,
5 6 6 1

,
6 8 0 1

,
6 5 0 1

,
9 3 3 2 , 3 4 1

模造 輸 送 用 横 械 容 共 製 造 業 1 . 41 1 1
,
6 6 6 1

,
7 2 0 2

,
1 0 6 2 . 6 5 6 2

.
7 85 3

.
41 9 4

. 3 3 6

器業
具

そ の イ魁 6 93 8 5 8 9 5 7 1 , 0 9 6 1
,
1 9 9 1

.
2 42 1

.
47 7 1

,
83 8

計 3
,
2 0 2 3

,
8 7 0 4

.
1 2 8 4 , 7 6 8 5 , 4 8 6 5

.
6 7 7 6

,
8 2 9 S
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1 2 表 お よ び 第 1 3 表 に 示 す ･ 第 12 表 に 示 した ご と く電 力 の 多 く は 鉱 工 業部

門 で 消 費 さ れ て い る ･ そ の 中で は 第 1 3 表で あ き ら か な よ う に 鉄鋼業, 化 学 工

業 が そ の 多く を 占め て い る ･ ま た , ア ル ミ ニ ウ ム 産業 は 全 体 の エ ネ ノレ ギ
一

滴費

と して は 少 な い が
,

ア ル ミ ニ ウ ム 1 ト ン あ た り の 電力 消費量は 17
,
0 0 0 k W h と
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莫大 な も の で あ る .
こ れ は 鉄鍋

-

貢工 場 の 粗鋼 1 ト ン あ た り の そ れ の 40 0 k W h

と比 べ て 非常 に 大 き い
.

ま た, エ 業地 帯 に お い て は エ 業用 水 の 確保 が 重 要な 問題 で あ る . 銑鉄 イヒ学,

級雄 な ど の わ が 国 の 経済成長 を 支 えて い る 諸 工 業 は い ず れ も大 量 の 水 を必 要と

す る ･ わ が 国 の エ 業用 水 と飲料 水 な ど をあ わ せ た 水 の 年間 総使 用 料 は 現 在約

70 0 億 ト ン と 言わ れ て い る が
,

1 9 8 0 年 に は 約 2 00 0 億 ト ン に 達す る と 見 ら れ

工 業用 水 確保 の た め何 ら か の 方 策 を考 え ね ば な ら な い .

こ の 水 を 従 来と 同 じ よ う に 河川 や 地 下 水 に だ け頼 る こ と は 不 可能 で あ り, 港

水 の 淡水 化 が 注 目 さ れ る の は 当 然 で あ る . わ が 国 で の 海 水 の 淡 水 化 は 水 1 ト ン

当 り約 1 0 0 円 か か る と 言わ れ て お り, 副産物 と して 塩 を と る に して も 水 1 ト ン

当 り 6 0 円程度 に しか な ら な い と い う. エ 業用 水 は 少 な く と も 1 ト ン あ た り 2 S

- 3 0 円 で な い と使 用 し得 な い と 言 わ れ て い る
,

米国 で は 原 子 力 を 使 っ て 水 1

ト ン あ た り 2 5 円程度 に な し得 る と して い る .

原子 力 発電 に よ り,
こ の よ う な問題解決 の 構想 を立 て る こ と は 容易 な こ と で

あ る ･ 原 子 力 発 電所 を 中心 と して , そ の 周 囲 に 工 業用 水 を確保 す る た め の 海 水

淡水 化 工 業 や 鉄 鈍 化 学,
ア ル ミ ニ ウ ム エ 業 な ど エ ネ ル ギ ー 多消費 の 産業を お

く･ さ ら に ま た 海水 か ら は, 電解 に よ り生 ず る水 素 に よ り ア ン モ ニ ア を 合成 し

肥料 工 業 を お き, 水 や 肥料 を用 い て 農耕 も考 え る . そ れ ら に要 す る電力 は 原 子

力 発電 に よ っ て ま か な う の で あ る .

最近, 鉄 鋼関係 で は, 粘結炭 の 不 足 な ど か ら,
コ ー ク ス を使 わ か ､ 原子 力製

鉄 技術 の 開 発 を考 えて い る . 以 前 よ り
,

わ が 国 は
, 臨海 工 業地 帯 に 製鉄所 を集

約 し超 大 型 高炉 の 採用 に よ り,
コ ス ト面 で 大 幅 な合理 化 を行 な っ て き た. し か

し
, 製鉄所規模 の 大 型 化 ほ 有効 な エ ネ ル ギ ー

渡 で あ る強粘結炭 を 多量 に 必 要 と

す る の で あ る が
, 強 粘結炭 の 国際価希 が 値上 が り し,

一 方 安 い 重 油 の 使用 は 亜

硫酸 ガ ス の 公 害を と もな うと い う困難 に ぶ つ か っ て い る . こ の よ うな状況 か ら,

鉄 鋼協会は 原 子 力部会 を設 け,
エ ネ ル ギ

ー 渡 と して , 原子 力 を使う問題 に 取組

もう と して い る .
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6 結

以 上 原子 力発電 の 経済性, 安 全性, 立 地 お よ び将来 の 利 用 方向 を 論 じ, 原子

力発電 は 経済性 と安 全 性 の 向 上 に よ っ て 我 々 に 身近 な存在 と な り つ つ あ る こ と

を知 っ た . そ の 際
,

問題 と な る の は, 建設用 地 で あ る . 狭 い わ が 国 で こ の 間題

を解決す る に は 住 民 と の 話合 い は 勿論 の こ と, 原 子 力発電 の 蓮済性 を考 え る あ

ま り安 全 性 をお ろそ か に す る こ と の な い よ う に し, 建設 さ れ た 発電所 の 実 績 に

よ っ て そ の 安 全 性 を立 証 して 行 く と い う地道 な 方法 が 重 要 で あ ろ う. こ う した

地 道 な方 法 に よ っ て 国 民 の 核 ア レ ル ギ
ー を 除去 し, 理解協力 を得 て こ そ 原 子 力

発電 の み な ら ず, 原子 力 と い う 新 し い 有力な エ ネ ル ギ ー を 多方 面 に 有効 に 役立

た しめ る こ と が で き る の で あ る .

多く の 教示 を 受け た 本 学商学部北 原 三 郎教授に 感謝す る . ま た ｢電 力利用 の 発達+ の

項 は商 品 大 辞典 ( 東洋経済新 報社 昭 和 3 7 年) を参考に した . こ こ に 記 して 感謝 す る .

( 一 席大 学助 教 授)
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